予算要求資料
平成26年度当初予算　支出科目　款：総務費　項：企画開発費　目：スポーツ振興対策費
	事業名　トップアスリート強化支援事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

教育委員会　スポーツ健康課　競技スポーツ係　電話番号：058-272-1111（内3355 ）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail：c17769@pref.gifu.lg.jp 


１　事業費　　      49,162千円（前年度予算額：49,162千円）

＜財源内訳＞　

	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	49,162
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	49,162

	要求額
	49,162
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	49,162

	決定額
	49,162
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	49,162


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　・オリンピックで活躍できる選手の輩出を目的に、県内スポーツチーム・選手の中で、国内トップレベルの大会で活躍できる社会人・大学のトップチームや選手に対して強化費を助成する。
　・岐阜県からのオリンピアンの輩出は、シドニー7人、アテネ12人、北京9人、ロンドン14人となり「ぎふ清流国体」の強化の成果がロンドン五輪の選手輩出に成果となって現れた。

　・今後、「ぎふ清流国体」を一過性に終わらせないためには、トップ選手やトップチームに対して強化費の助成を継続する必要がある。

（２）事業内容

　・４０競技団体の中から推薦を受けた選手及びチーム（企業・大学・クラブ）を県体育協会が指定し、強化活動にかかる経費を助成する。
　　※　国体とは違いオリンピック出場・日本一を目指す事ができるトップチーム・選手に対する強化助成であるため、強化指定チーム・選手共に絞り込む。

（３）県負担・補助率の考え方

　　　県10/10（一部指定チーム・個人等負担金有）
（４）類似事業の有無
　　　無
３　事業費の積算内訳

	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	旅費
	976
	協議会等への参加

	需用費
	333
	事務消耗品

	役務費
	216
	通信料

	使用料
	237
	会議室使用料

	交付金
	47,400
	強化費

	合計
	49,162
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　　岐阜県清流の国スポーツ推進条例第13条

　　ぎふスポーツ推進計画

事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　トップアスリートが県内で活動を継続できる環境を整備することで、岐阜県の競技力を向上させることができる。また、子どもたちが「あこがれ」を持ってトップアスリートと共に活動ができる環境を整備していく。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	ｵﾘﾝﾋﾟｯｸ出場選手数
	14人

（H24）

ﾛﾝﾄﾞﾝOR
	人

（H  ）


	人

（H  ）


	5人

（H25）

ｿﾁOR

候補選手
	20人

（H28）

ﾘｵﾃﾞｼﾞｬﾈｲﾛOR
	20％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

企業クラブ13チーム、大学チーム11チーム、拠点クラブ25チーム、個人40名を対象に、強化合宿、遠征等の活動に際した旅費、宿泊費等を助成した。

	


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　冬季オリンピック（ソチ）に向けて、スキー競技３名、スケート競技２名がナショナルメンバー入りし、最終強化の取り組みができている。

　また、東京国体で天皇杯５位（1681点）、皇后杯３位（840点）という好成績を残すことができ、その原動力となることができた。

　この事業が継続できれば現状維持、更に虚偽力向上が見込まれる。




	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	「ぎふ清流国体」に向けて長年強化を続けてきた本県のトップ選手が、ロンドンオリンピックでは１４名出場を果たし、冬季オリンピック（ソチ）には５名のナショナルメンバー入りが決定している。国体を契機に高まった本県トップアスリートの競技力が一過性のものとならないよう、支援をしていく必要がある。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○


	冬季オリンピック（ソチ）に向けて、スキー競技３名、スケート競技２名がナショナルメンバー入り。

　また、東京国体の総合入賞に企業クラブ６チーム、大学チーム３チーム、拠点クラブ９チーム、個人１８名が上位入賞を果たす等原動力となった。成果は確実に出ている。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○


	　競技担当、事業担当がチーム、クラブ、個人と定期的に連絡を取り、計画的且つ成果を確認することができている。また、強化練習や大会に足を運び、情報収集し指導に生かせている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　トップアスリートを取り巻く厳しい環境は、本事業のみで解消されるものではなく、県内企業による正社員としての雇用とセットで考えるべきである。従って、県内企業にも社会貢献として理解していただき、経済的な支援をお願いする必要がある。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　トップアスリートが県内に根付けば、将来は指導者としてジュニア選手の育成に携わることになり、本事業は継続して行うべきである。また、平成２６年度以降は、徐々にリオデジャネイロオリンピックにむけたナショナルメンバーの絞り込みもおこなわれるため、これからの競技力向上が重要となるため、更に手厚い助成が必要である。


（平成２６年４月１日以降のこの事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）


清流の国推進部　スポーツ推進課　トップスポーツ係　電話番号：058-272-1111（内2951）


E-mail：c11172@pref.gifu.lg.jp








